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研究成果の概要（和文）：交流電力標準の範囲拡張が可能な基準器（サーマルコンバータ）の開発を行った。現
在、交流電力の国家標準は、電圧標準、電流標準、位相標準の個別の国家標準を組み合わせて実現されている。
この方法では、校正された交流電圧計、交流電圧計、位相計が基準器として用いられるため、電力標準の範囲拡
張が難しい。本研究では、サーマルコンバータを用いて、電圧、電流、周波数範囲の拡張が可能な電力標準の技
術を開発した。開発した電力標準は、従来の電力標準と良い一致が得られている。

研究成果の概要（英文）：We have developed new thin film multijunction thermal converters to realize 
a reliable AC power standard. At present, the AC power standard is derived quantity composed of 
voltage, current and phase. Although this method is widely used, it is difficult to extend the range
 of AC power standards when AC voltmeters, AC amperemeters, phase meters are used as references. In 
this study, the power standards have been established based on the thermal converters, which are 
capable of extending the range of AC voltages, AC currents and their frequencies. The AC power 
values obtained from the new method are in good agreement with values obtained from the conventional
 method.

研究分野：電気計測標準

キーワード： 電力　計量標準　精密測定　交流電圧　交流電流　高調波

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
サーマルコンバータを基準とする交流電力標準を開発することで、電力標準の高精度化や範囲拡張が容易にな
り、再生可能エネルギーを利用した電力の取引に貢献できる成果である。また、重電関係の電気製品の輸出は、
製造した国のトレーサビィティが要求されおり、本研究は標準体系の整備に寄与する。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
再生可能エネルギーを利用した電力の取引を促進するために、交流電力標準の高精度化や簡
便な校正技術の開発が求められている。現在の交流電力の国家標準は、電圧標準(V)、電流標準
(I)、位相角標準()を別々に求めて、有効電力の式( cosP VI  )に従って組み立てにより確立
している。この方法は、日本のみならず、海外の国家標準機関でも一般的な方法である。各標
準により校正されたデジタル交流電圧計やデジタル位相計が基準となり、デジタル交流電力計
を校正することになる。しかし、デジタル電力計が基準となるため、温度などの外乱の影響や
経年変化により、高精度化に限界がある。また、現在の交流電力の国家標準の周波数は 50 Hz、
60 Hzのみであり、商用周波数以外のトレーサビリティを確保することは難しい。1 kHz以上
の電力標準の範囲拡張のためには、1 kHz以上の交流電圧や交流電流の標準が必要なのはもち
ろん、電力測定システムについても浮遊容量などを考慮した測定システムの開発が必要であり、
電力の国家標準の校正において、1 kHz以上の校正を供給している国は極めて少ない状況であ
った。 
一方、パワーコンディショナーは蓄電池、太陽光発電などで得られる直流電力を交流電力に
変換するのに用いられ、経済産業省の「スマートグリッドに関する国際標準化ロードマップ」
の重要アイテムの一つである。パワーコンディショナーを用いて、直流から交流に変換を行う
とき、高調波が発生する。高調波が電路に発生すると、電力ヒューズの加熱溶断 、通信機器の
妨害・映像の乱れ 、電力量計の計量誤差発生・継電器器の誤動作の恐れがある。パワーコンデ
ィショナーの高調波電力は国際標準化の流れにあり、日本においても、パワーコンディショナ
ーの高調波電力を評価する標準化技術の開発が求められており、任意の電圧、電流で、周波数
の拡張が可能な電力標準が求められていた。また、重電関係の電気製品は、輸出のとき、製造
した国のトレーサビィティが要求されおり、標準の整備が必要な状況であった。 
 
 
２．研究の目的 
デジタル電力計が基準となっている電力標準を拡張可能な基準器にすることを研究の目的と
する。このため、電力用基準器として用いることができるサーマルコンバータ（図１）と呼ば
れる熱-電気変換素子の開発を行った。通常のサーマルコンバータは、ある決まったヒータ抵抗
に定電圧を印加するか、定電流を印加することにより、交流電圧標準や電流標準を導いている。
サーマルコンバータの温度係数が小さいヒータ抵抗に、交流電圧（または電流）と基準直流電
圧（電流）を印加し、ヒータの温度上昇を比較測定することで、交流電圧、または交流電流標
準が求められる。サーマルコンバータの原理を電力に応用する提案がなされていたが、図１の
従来のサーマルコンバータは、周波数特性を改善するため、ヒータ線幅は 25 μmと細く、集
中定数が適応できるようにヒータ線長も短いため、抵抗値（25 Ω）を変えるのが難しく、電
圧や電流範囲も狭い。また、熱効率を良くするため、周りは真空であり、数％の過電流で加熱
により壊れる。衝撃にも弱く、取り扱いが難しいため、電力標準に応用されていなかった。本
研究では、電力標準用の計算モデルが可能なサーマルコンバータを開発し、拡張可能な電力標
準を確立することを目的とする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                   
 

図１ 従来のサーマルコンバータの概略図(左)と写真（右） 
 
 
３．研究の方法 
電力標準の構築には、次の二つの開発が必要である。本研究の開発手順として以下の項目を
設けて遂行した。 
(1) 電圧と電流の両方の基準となるサーマルコンバータの開発 
サーマルコンバータの電力標準への応用の可能性を今回の第一の目的とするため、周波数範
囲は現状の 50 Hz、60 Hz を含む 50 Hz - 1 kHz の範囲で最適化を試みた。サーマルコンバータ
の計算モデルと実測値の一致を評価するため、ストレート型のヒータ形状のサーマルコンバー
タを作製した。例えば、交流電流サーマルコンバータの交直差の周波数特性は、次に示され
るように計算可能である [1]。    



 
2 2 2 2/ 2 /R G C R LC R RT r r sk r fi         　 (1) 

 
ここで、Rrはヒータ抵抗、は角周波数である。Cは浮遊容量、Gは絶縁抵抗の逆数、Lは浮
遊インダクタンス、 Rsk は表皮効果による抵抗の変化であり、 fi は熱的交直差である [2]。
上記の式で表されるように、交直差の大きさは、抵抗値や抵抗形状により変化する。異なるサ
ーマルコンバータの交直差を計算モデルと比較し、不確かさの大きさを評価する。抵抗の温度
依存による影響を軽減するため、ヒータ抵抗は 10 ppm 以下のものを作製する。 
 
(2) サーマルコンバータを基準器とする電力計測システムの開発と妥当性の確認 
サーマルコンバータを基準とする電力標準を開発し、デジタル電力計を校正できるシステム
を開発する（図 2）。図２のシステムは、サーマルコンバータを基準として、交流電圧と電流を
発生させ、位相計の測定点を発生電力の基準とする測定システムである。図 2において、高精
度の交流電圧発生器と電流発生器は基準信号発生器を用いて同期が取れ、位相の調整が可能で
ある。被校正器（デジタル電圧計）を介して、従来の電力システムと比較する。 
また、システムの妥当性の確認のため、従来の電力標準とも比較できるようにマイクロポテン
シオメータと抵抗分圧器 [3]及びレンジ抵抗器 [4]の開発も行った。現在の電力の国家標準に
おいては、交流電圧と電流を校正して、電力標準が求められている。交流電圧については、レ
ンジ抵抗と電圧用サーマルコンバータを組み合わせて、電圧を校正するシステムを構築した。
交流電流は交流シャント抵抗と交流電圧を基準として求めているため、シャント抵抗の交流電
圧標準が必要となる範囲の低電圧交流電圧標準の高精度化も行った。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 2 電力測定装置略図 
 
 
４．研究成果 
(1)サーマルコンバータの開発 
サーマルコンバータの作製については、入力が 10 V と 0.1 A まで印加可能なサーマルコンバ
ータを開発した。サーマルコンバータは、100 Hz 以下の低周波では、ヒータの温度が入力交流
電圧・電流の周波数変化に追随することにより、正確な温度測定が難しくなる [5]。また、交
流印加時のヒータ抵抗値の温度変化の影響でも不確かさが大きくなる。電力標準の測定システ
ムで、10 V の交流電圧標準の基準として用いることができる薄膜型サーマルコンバータを開発
した(図 3)。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

   
 
                                         
図 3 薄膜型サーマルコンバータ            図 4 サーマルコンバータの交直差の周波数特性 
 
サーマルコンバータの直流から交流への変換誤差（交直差）を評価することで、交流電圧 
が導かれることになる。ヒータ線は、熱伝導率の高い窒化アルミ基板上に作製しており、放熱
板の役目により、従来と比べて約 4倍耐久性が向上した。低周波の不確かさ改善を行うため、



アニーリングを工夫することで、ヒータ抵抗の温度係数を 10 ppm 以下に改善し、熱リップルの
影響を抑えた。また、窒化アルミのサイズを調整し、最適な熱的時定数のサーマルコンバータ
を開発した。図 4はサーマルコンバータの交直差の周波数特性である。図の白三角は、従来型
の測定結果で、低周波領域で熱リップルの影響により、交直差が大きくなっている。図の黒丸
は、開発した薄膜型サーマルコンバータの結果で、周波数特性が小さく、不確かさの大きさの
改善に成功した。結果として、10 V, 50 Hz の交流電圧の交直差の不確かさは従来の 12 ppm か
ら 4 ppm に改善した。 
同様に、交流電流用のサーマルコンバータのヒータも熱伝導率の高い窒化アルミ基板上に作
製した。従来の真空封入されている熱的絶縁状態のヒータ構造の定格電流(10 mA) を超える電
流範囲の拡張が可能である。今回、ヒータ抵抗が 10 Ωのサーマルコンバータを作製した。定
格電流は 100 mA であり、交流電流の周波数特性は、(1)式で表される。(1)式において、表皮効
果を計算から見積もるのは難しいので、表皮効果の影響が小さい 200 Ω以上のサーマルコンバ
ータを作成し、その周波数特性を基準として、比較測定により、10 Ωのサーマルコンバータの
周波数特性を求めた。なお、(1)式の計算モデルで作成したサーマルコンバータの交流電流の周
波数特性について、交流電流の国際比較に参加しており、国際整合性を確認している。図 5は
50 mA と 100 mA のサーマルコンバータの交直差の周波数特性を示している。100 mA まで電流依
存が小さく、シャント抵抗なしで電流範囲の拡張が可能である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 5 交流電流用サーマルコンバータの交直差の周波数特性 
 
(2) サーマルコンバータを基準器とする電力計測システムの開発と妥当性の確認 
現在の電力の国家標準は日本電気計器検定所(JEMIC)から標準供給がなされており、前述の
ようにデジタル交流電圧と電流を校正して、電力標準が求められている。今回開発したサーマ
ルコンバータの基準は、10 V、0.1Aであるが、国家標準の電力標準は、100 V、5 Aである。
範囲が違うため、妥当性確認のため、交流電圧と交流電流が校正できるシステムの開発を行っ
た。交流電圧については、電圧用サーマルコンバータのみを用いて電圧計を校正できるのは 10 
Vまでであり、それ以上の電圧については、分圧用のレンジ抵抗器とサーマルコンバータ素子
の組み合わせにより、電圧が校正される。サーマルコンバータ素子とレンジ抵抗器を組み合わ
ることで、任意の電圧と周波数の交流電圧標準が可能となり、範囲拡張も容易となる。国家標
準で利用可能な高性能のレンジ抵抗器は市販されていないため、薄膜型レンジ抵抗器の作製を
行った。現在のところ、薄膜型レンジ抵抗器は我々のグループのみで作成可能である。図 6は
作製した薄膜型レンジ抵抗器である。開発したレンジ抵抗器を用いた 100 Vの交流電圧交直差
の結果を図 7に示す。図 7に見られるように、100 Vと 200 Vの電圧依存は無視できるほど小
さく、周波数特性も小さい。薄膜型レンジ抵抗器の開発により、100 Vの不確かさは約 20%改
善した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

      
図 6  薄膜型レンジ抵抗器                図 7  100 V用の交流電圧交直差の結果 



 
電力の国家標準の交流電流は、サーマルコンバータでなく、交流シャント抵抗と交流電圧を
基準として求めているため、シャント抵抗の電圧の計測で必要となる 100 mV以下の低電圧交
流電圧標準の高精度化を行った。100 mV以下の交直変換標準では、サーマルコンバータのヒ
ータの発熱が小さいので、抵抗分圧器(RVD)とアンプ付きサーマルコンバータの組み合わせに
より、交流電圧標準を求めた。図 8は開発した RVDであり、円盤抵抗と抵抗器で構成される。
円盤抵抗を用いることにより、高い周波数まで RVD に接続するサーマルコンバータの入力交
流電圧特性が維持される。RVD の電圧依存は小さく、RVD の交直差を求めることで、アンプ
付きサーマルコンバータの交直差を見積もることができる。図 9は 100 mVの交流電圧交直差
の結果であり、開発した RVD はマイクロポテンシオメータを用いた方法と良い一致を示して
いる。結果として、低電圧範囲の不確かさを約 20%改善し、高精度の交流電流評価が可能とな
った。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  
図 8 抵抗分圧器 (拡大写真は円盤抵抗)       図 9  100 mVの交流電圧交直差の周波数特性 
 
 サーマルコンバータを用いた電力測定システムを開発した(図 2)。電圧及び電流発生器は電圧
用サーマルコンバータと電流用サーマルコンバータを参照して校正された値を出力する。また、
電圧と電流は多相発信器の信号を参照としてそれらの位相を任意に調整することが可能である。
このシステムにおいて、被校正器の電力計に入力される点を被校正器の定義点として、校正を
行った。今回は、10 V、0.1 A、及び 100 V、5 A、周波数は 60 Hzの力率１の電力校正システ
ムを構築した。これらの電圧、電流、周波数について、値の確認のため、従来の組み立て式に
よる測定も行った。表１は、市販のデジタル電力計を被校正器として校正した結果である。表
1 に見られるように、新しく開発した電力測定システムと JEMIC の校正結果は良い一致が得
られた。 
今回は妥当性確認のため、市販のデジタル電力計を用いており、不確かさの大きさは国家標
準とくらべて若干大きいが、実際の特定二次標準器を被校正器として用いることで、高精度化
にも取り組んでいきたい。また、前述しているように、電圧、電流の拡張は、サーマルコンバ
ータを参照しているので、他の電圧値、電流値にも拡張が可能である。周波数について、今回
のシステムでは 10 kHz程度まで拡張可能である。サーマルコンバータは安定しており、現在
のデジタル標準器と比べて、温度などの外乱の影響や経年変化の影響が小さく、高精度化が期
待される。また、校正のメンテナンスが簡易になり、検査機器の現場校正も可能になることが
期待される。電圧、電流、周波数の範囲拡張も予定しており、パワーコンディショナーの普及
に不可欠な高調波の評価にも応用ができる。 
 
              表 1  デジタル電力計の校正結果 

                      力率１、60 Hz 

 産総研 JEMIC 

表示値   

W 

校正値 

W 

拡張不確かさ 

ppm 

校正値 

W 

拡張不確かさ 

ppm 

1.0000 0.9999 50  0.9999 100 

500.000 499.99 70  499.99 60 
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